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�愛媛県告示第９８３号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、平成２０年５月３０日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

２１ 愛媛県猟友会
松山支部
赤 松 守

１ 代 表 者 氏 名
赤 松 守

１ 代 表 者 氏 名
福 山 勝 幸

�愛媛県告示第９８４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………７４５

○ 生産事業者講習会の開催…………………………………………………７４５

公安委員会規則

○ 愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則……………………７４５

公安委員会訓令

○ 愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令………………７４６

雑 報

○ 環境影響評価準備書の縦覧及び説明会の開催について………………７４８

告 示

� 目 次 �
告 示

○ 愛媛県県税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更………………７３５

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………７３５

○ 指定障害者支援施設の指定………………………………………………７３６

○ 指定相談支援事業者の指定………………………………………………７３６

○ 指定障害福祉サービス事業の廃止………………………………………７３６

○ 指定障害福祉サービスを行う事業所の名称の変更……………………７３７

○ 指定障害福祉サービスを行う事業所の所在地の変更…………………７３７

○ 指定障害福祉サービスを行う事業所の名称及び所在地の変更………７３８

○ 指定相談支援を行う事業所の所在地の変更……………………………７３８

○ 指定相談支援を行う事業所の名称及び所在地の変更…………………７３８

○ 指定障害者支援施設の指定の辞退………………………………………７３８

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等（２件）………………………７３８

○ 地籍調査の成果の認証……………………………………………………７４０

○ 愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の一部改正………………７４０

○ 県営土地改良事業の事業計画書の縦覧…………………………………７４１

○ 県営土地改良事業の事業変更計画書の縦覧……………………………７４１

○ 愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の一部改正………………………７４１

○ 土地改良区役員の就退任の届出…………………………………………７４３

○ 道路の区域変更（一般国道４９４号）……………………………………７４４

○ 権限代行による道路の区域変更（一般国道４４０号）…………………７４４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………７４４

○ 道路の区域変更（県道美川小田線）……………………………………７４４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………７４４

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０４０００７１ 社会福祉法人和泉蓮華
会

松山市和泉北一丁目２０
番１８号 宇都宮 一 泰 生活介護

八幡浜市障害福祉サー
ビス事業所いきいきプ
チファーム

八幡浜市松柏乙６４８番
地１

平成２０年
４月１日

３８１０４０００７１ 社会福祉法人和泉蓮華
会

松山市和泉北一丁目２０
番１８号 宇都宮 一 泰 就労移行支援

八幡浜市障害福祉サー
ビス事業所いきいきプ
チファーム

八幡浜市松柏乙６４８番
地１

平成２０年
４月１日

３８１０４０００７１ 社会福祉法人和泉蓮華
会

松山市和泉北一丁目２０
番１８号 宇都宮 一 泰 就労継続支援

（Ｂ型）
八幡浜市障害福祉サー
ビス事業所いきいきプ
チファーム

八幡浜市松柏乙６４８番
地１

平成２０年
４月１日

３８２０２００３０５ 社会福祉法人来島会 今治市登畑甲３４５番地
１ 越 智 一 博 共同生活援助 フレンドシップホーム

Ⅴ 今治市松木２４６－６ 平成２０年
４月１日

３８１０１０１２５７ 社会福祉法人泰斗福祉
会

松山市苞木甲２０２番地
１ 森 一 哉 短期入所 障害者支援施設かなさ

んどう
松山市苞木甲２０２番地
１

平成２０年
４月１５日

３８１０２００３１５ 有限会社山茶花 今治市阿方甲４２４番地
１ 阿 部 紘 子 居宅介護 ほっと介護センターさ

ざんか
今治市阿方甲４２４番地
１

平成２０年
５月１日

３８１０２００３１５ 有限会社山茶花 今治市阿方甲４２４番地
１ 阿 部 紘 子 重度訪問介護 ほっと介護センターさ

ざんか
今治市阿方甲４２４番地
１

平成２０年
５月１日

３８１０１０１２６５ 株式会社リブ 松山市西長戸町９６１番
地１ 岡 田 孝 美 居宅介護 指定訪問介護ステーシ

ョンリブ
松山市西長戸町９６１番
地１

平成２０年
５月２０日

３８１０１０１２６５ 株式会社リブ 松山市西長戸町９６１番
地１ 岡 田 孝 美 重度訪問介護 指定訪問介護ステーシ

ョンリブ
松山市西長戸町９６１番
地１

平成２０年
５月２０日

毎週（火・金）曜日発行 第１９７５号 平成２０年６月２４日

平成２０年６月２４日火曜日 第１９７５号

愛 媛 県 報

７３５
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�愛媛県告示第９８５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害者支援施設を指定した。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９８６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第３２条第１項の規定により、次のとおり指定相談支援事業者を指定した。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９８７号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業を廃止した旨の届出があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 障 害 者 支 援 施 設 の 設 置 者

施設障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 者 支 援 施 設
指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 設置の場所 入 所 定 員

３８１０１０１２５７ 社会福祉法人泰斗福祉
会

松山市苞木甲２０２番地
１ 森 一 哉 生活介護 障害者支援施設

かなさんどう
松山市苞木甲
２０２番地１ ５０ 平成２０年

４月１５日

３８１０１０１２５７ 社会福祉法人泰斗福祉
会

松山市苞木甲２０２番地
１ 森 一 哉 自立訓練（機

能訓練）
障害者支援施設
かなさんどう

松山市苞木甲
２０２番地１ １０ 平成２０年

４月１５日

３８１０１０１２５７ 社会福祉法人泰斗福祉
会

松山市苞木甲２０２番地
１ 森 一 哉 施設入所支援 障害者支援施設

かなさんどう
松山市苞木甲
２０２番地１ ４０ 平成２０年

４月１５日

３８１０１０１０６７ 特定非営利活動法人家
族支援フォーラム

松山市姫原二丁目３番
地２１ 米 田 順 哉 就労継続支援

（Ｂ型）
地域生活支援センター
夢ポケット

松山市一番町四丁目４
番地２県庁第１別館地
下１階

平成２０年
６月１日

３８１０２００３２３ 合資会社らくらく介護 今治市矢田甲７７４番地
１ 眞 部 隆 文 居宅介護 らくらく 今治市矢田甲７７４番地

１
平成２０年
６月１日

３８１０２００３２３ 合資会社らくらく介護 今治市矢田甲７７４番地
１ 眞 部 隆 文 重度訪問介護 らくらく 今治市矢田甲７７４番地

１
平成２０年
６月１日

３８１０７００１７３ 有限会社介護サービス
ひかり 大洲市多田甲６４２番地 深 井 光 子 居宅介護 有限会社介護サービス

ひかり 大洲市多田甲６４２番地 平成２０年
６月１日

３８１０７００１７３ 有限会社介護サービス
ひかり 大洲市多田甲６４２番地 深 井 光 子 重度訪問介護 有限会社介護サービス

ひかり 大洲市多田甲６４２番地 平成２０年
６月１日

３８２０１０１２８９ 特定非営利活動法人福
祉親愛会

松山市西石井一丁目１
番２５号クリエイション
ビル７階

渡 邉 文 春 共同生活介護 トミーホーム
松山市西石井一丁目１
番２５号クリエイション
ビル１・２階

平成２０年
６月１日

事業者番号
指 定 相 談 支 援 事 業 者 指 定 相 談 支 援 事 業 所

指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８３３７０００５１ 社会福祉法人伊方福祉会 西宇和郡伊方町九町６番
耕地８４０番地の１ 樫 尾 博 一 指定相談支援事業所ワー

クいかた
西宇和郡伊方町九町６番
耕地８４０番地の１

平成２０年
４月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
届 出
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１００９０３ 有限会社亀さんち 松山市桑原五丁目９番
３８号花番地３０２号 喜 井 伊久里 居宅介護 亀さんち 松山市桑原五丁目９番

３８号花番地３０２号
平成１９年
８月１日

３８１０１００９０３ 有限会社亀さんち 松山市桑原五丁目９番
３８号花番地３０２号 喜 井 伊久里 重度訪問介護 亀さんち 松山市桑原五丁目９番

３８号花番地３０２号
平成１９年
８月１日

３８２０１００２７３ 社会福祉法人福角会 松山市福角町甲１８２９番
地 芳 野 道 子 共同生活介護 福角会第３事業所 松山市権現町甲１４１番

地
平成１９年
８月３１日

３８２０１００２７３ 社会福祉法人福角会 松山市福角町甲１８２９番
地 芳 野 道 子 共同生活援助 福角会第３事業所 松山市権現町甲１４１番

地
平成１９年
８月３１日

３８２０１００３４９ 社会福祉法人福角会 松山市福角町甲１８２９番
地 芳 野 道 子 共同生活介護 福角会第２事業所 松山市権現町甲１４１番

地
平成１９年
８月３１日

３８２０１００３４９ 社会福祉法人福角会 松山市福角町甲１８２９番
地 芳 野 道 子 共同生活援助 福角会第２事業所 松山市権現町甲１４１番

地
平成１９年
８月３１日

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７３６
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�愛媛県告示第９８８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９８９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８１０１００５４９ 有限会社エディア 松山市北斎院町２３
０番地４ 畑 睦 美 居宅介護 あゆみ介護 松山市南江戸三丁

目８番１０号
松山市北斎院町４０
２番地４

平成１９年
１０月１日

３８１０１００５４９ 有限会社エディア 松山市北斎院町２３
０番地４ 畑 睦 美 重度訪問介護 あゆみ介護 松山市南江戸三丁

目８番１０号
松山市北斎院町４０
２番地４

平成１９年
１０月１日

３８１０１００２８３ 株式会社ケアステ
ーション春々

松山市小坂四丁目
６－４２グランドー
ル小坂１Ｆ

森 岡 舞 子 居宅介護
訪問介護事業所ケ
アステーション春
々

松山市湯の山東一
丁目１番地５

松山市小坂四丁目
６－４２グランドー
ル小坂１Ｆ

平成１９年
１２月１日

３８１０１００２８３ 株式会社ケアステ
ーション春々

松山市小坂四丁目
６－４２グランドー
ル小坂１Ｆ

森 岡 舞 子 重度訪問介護
訪問介護事業所ケ
アステーション春
々

松山市湯の山東一
丁目１番地５

松山市小坂四丁目
６－４２グランドー
ル小坂１Ｆ

平成１９年
１２月１日

３８１０１００８６１ 有限会社パル・サ
ポート

松山市越智三丁目
３番２９号 重 田 正 十 居宅介護

パル・サポートヘ
ルパーステーショ
ン

松山市越智町２８５
番地３

松山市越智三丁目
３番２９号

平成２０年
２月１日

３８１０１００８６１ 有限会社パル・サ
ポート

松山市越智三丁目
３番２９号 重 田 正 十 重度訪問介護

パル・サポートヘ
ルパーステーショ
ン

松山市越智町２８５
番地３

松山市越智三丁目
３番２９号

平成２０年
２月１日

３８１０１０１０４２
有限会社在宅福祉
サービスさわやか
訪問介護ステーシ
ョン

松山市平田町１０６
番地３Ｍサイエン
ス１０２号

吉 本 聰 子 居宅介護
有限会社在宅福祉
サービスさわやか
訪問介護ステーシ
ョン

松山市平田町１０６
番地３Ｍサイエン
ス２０２号

松山市平田町１０６
番地３Ｍサイエン
ス１０２号

平成２０年
２月２１日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名
名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８２０１００２９９ 社会福祉法人福角
会

松山市福角町甲１８
２９番地 芳 野 道 子 共同生活介護 福角会第１事業所 のぞみホームズ 松山市権現町甲１４

１番地
平成１９年
９月１日

３８２０１００２９９ 社会福祉法人福角
会

松山市福角町甲１８
２９番地 芳 野 道 子 共同生活援助 福角会第１事業所 のぞみホームズ 松山市権現町甲１４

１番地
平成１９年
９月１日

３８１０１０１０２６ 社会福祉法人松山市社
会福祉事業団 松山市若草町８番地２ 中 村 時 広 自立訓練（機

能訓練）
松山市久枝障害者自立
訓練事業所

松山市西長戸町６３８番
地１

平成２０年
３月３１日

３８１０１０１０３４ 社会福祉法人松山市社
会福祉事業団 松山市若草町８番地２ 中 村 時 広 自立訓練（生

活訓練）
松山市湯山障害者自立
訓練事業所 松山市末町乙５０番６７ 平成２０年

３月３１日

３８１０４００１０５ 社会福祉法人ことぶき
会 八幡浜市向灘２２９－１８ 酒 井 道 子 短期入所 ショートステイことぶ

き荘 八幡浜市向灘２２９－１８ 平成２０年
３月３１日

３８１３６０００６５ 森本建設株式会社 喜多郡内子町内子５７５
番地 森 本 継 雄 居宅介護 訪問介護センターやす

らぎ
喜多郡内子町内子７１６
番地

平成２０年
３月３１日

３８１３６０００６５ 森本建設株式会社 喜多郡内子町内子５７５
番地 森 本 継 雄 重度訪問介護 訪問介護センターやす

らぎ
喜多郡内子町内子７１６
番地

平成２０年
３月３１日

３８１４００００７５ 社会福祉法人愛南町社
会福祉協議会

南宇和郡愛南町御荘平
城２１３９番地 森 本 貞 實 居宅介護 愛南町社協内海居宅介

護事業所
南宇和郡愛南町柏４３４
番地１

平成２０年
３月３１日

３８１４００００７５ 社会福祉法人愛南町社
会福祉協議会

南宇和郡愛南町御荘平
城２１３９番地 森 本 貞 實 重度訪問介護 愛南町社協内海居宅介

護事業所
南宇和郡愛南町柏４３４
番地１

平成２０年
３月３１日

３８２０１００２３２ 社会福祉法人親和園 松山市中野町甲５８９番
地 五 島 昌 明 共同生活介護 自立ホームポプラ 松山市東方町甲２３４６番

地１０８
平成２０年
３月３１日

３８２０１００２４０ 社会福祉法人親和園 松山市中野町甲５８９番
地 五 島 昌 明 共同生活介護 自立ホーム久谷 松山市東方町甲２３４６番

地１１３
平成２０年
３月３１日

３８２０１００２５７ 社会福祉法人親和園 松山市中野町甲５８９番
地 五 島 昌 明 共同生活介護 自立ホームくれよん 松山市東方町甲２３４６番

地１１３
平成２０年
３月３１日

３８２０１００２５７ 社会福祉法人親和園 松山市中野町甲５８９番
地 五 島 昌 明 共同生活援助 自立ホームくれよん 松山市東方町甲２３４６番

地１１３
平成２０年
３月３１日

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７３７
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�愛媛県告示第９９３号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４７条の規定により、

次のとおり指定障害者支援施設の指定の辞退があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号 名 称 設 置 の 場 所 辞 退
年 月 日

３８１０４０００７１ 知的障害者通所授産施設
いきいきプチファーム 八幡浜市松柏乙６４８番地 平成２０年

３月３１日

�������
�愛媛県告示第９９４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９９０号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の名称及び所在地を変更した旨の届出があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９９１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定相談支援事業者から次のとおり指定相談支援事業所の所在

地を変更した旨の届出があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９９２号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定相談支援事業者から次のとおり指定相談支援事業所の名称

及び所在地を変更した旨の届出があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号

指 定 相 談 支 援 事 業 者 指 定 相 談 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名
名 称 所 在 地

変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

３８３３４０００１７ 社会福祉法人久万高原町
社会福祉協議会

上浮穴郡久万高原町久万
４５番地２ 小 椋 英 一

上浮穴郡久
万高原町社
会福祉協議
会指定相談
支援事業所
美川

上浮穴郡久
万高原町社
会福祉協議
会指定相談
支援事業所

上浮穴郡久
万高原町上
黒岩２９２０番
地１

上浮穴郡久
万高原町久
万４５番地２

平成２０年
４月１日

事業者番号

指 定 相 談 支 援 事 業 者 指 定 相 談 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８３０１０００１６ 社会福祉法人松山市社会
福祉事業団 松山市若草８番地２ 中 村 時 広

松山市社会福祉
事業団指定相談
支援事業所

松山市水泥町３６
８番地１

松山市若草８番
地２

平成２０年
４月１日

３８３０７０００１３ 社会福祉法人三善会 愛媛県大洲市春賀甲１６８８
番地 渦 尻 敬治郎

障害者相談支援
事業所大洲ホー
ム

大洲市春賀甲１６
８９－４

大洲市春賀甲１６
８８番地

平成２０年
４月１日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名
名 称 所 在 地

変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

３８２０１００２２４ 社会福祉法人親和
園

松山市中野町甲５８
９番地 五 島 昌 明 共同生活介護 自立ホームす

だち
久谷自立ホー
ム

松山市東方町
２３４６－１６

松山市中野町
甲５８９番地

平成２０年
４月１日

３８２０１００２２４ 社会福祉法人親和
園

松山市中野町甲５８
９番地 五 島 昌 明 共同生活援助 自立ホームす

だち
久谷自立ホー
ム

松山市東方町
２３４６－１６

松山市中野町
甲５８９番地

平成２０年
４月１日

３８１０１０１０４２
有限会社在宅福祉
サービスさわやか
訪問介護ステーシ
ョン

松山市平田町１０６
番地３Ｍサイエン
ス１０２号

吉 本 聰 子 重度訪問介護
有限会社在宅福祉
サービスさわやか
訪問介護ステーシ
ョン

松山市平田町１０６
番地３Ｍサイエン
ス２０２号

松山市平田町１０６
番地３Ｍサイエン
ス１０２号

平成２０年
２月２１日

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７３８



１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ドン・キホーテ松山店

松山市土居田町１３３―１ 他

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドン・キホーテ

東京都新宿区西新宿二丁目６番１号

代表取締役 成沢 潤治

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ドン・キホーテ

東京都新宿区西新宿二丁目６番１号

代表取締役 成沢 潤治

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２１年２月７日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，０７２平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１０６台

イ 駐輪場の収容台数

１１０台

ウ 荷さばき施設の面積

６６平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

９．６立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

２４時間

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２０年６月６日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第９９５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光

室並びに西予市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイキ宇和店

西予市宇和町卯之町四丁目５１８番地３ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

ダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 佐藤 一郎

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 佐藤 一郎

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２１年２月４日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，３７０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１０４台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

１４３．５４平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１３．９２立法メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時４５分から午後９時１５分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２０年６月３日

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７３９
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３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部

八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第９９６号
次の地籍調査の成果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

新居浜市 坂ノ下 平成１８年度から
平成１９年度まで

新居浜市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２０年６月２４日

�愛媛県告示第９９７号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２０年５月２３日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年５厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７４０
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�愛媛県告示第９９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市立善応寺及び常保免地域に係る県営土地改良事業計画を定め

たので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計

画書の写しを縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・善応寺新池地区）計画

書の写し

２ 縦覧期間

平成２０年６月２５日から７月２３日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第９９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、八幡浜市川之内、国木、五反田及び中津川地域に係る県営土

地改良事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法

第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の

写しを縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業・

八幡浜中央地区）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２０年６月２５日から７月２３日まで

３ 縦覧場所

八幡浜市役所

�愛媛県告示第１０００号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２０年５月２３日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ものを除く。） ものを除く。）

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年５厘 ６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年４厘

７ 省略 ７ 省略

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７４１



改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年５

厘

年５

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年４

厘

年４

厘

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７４２
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�愛媛県告示第１００１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市立待堰土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２０年６月２４日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 田 嚴一郎 松山市土居町１０９７番地

〃 戒 能 明 久 松山市今在家三丁目４番地２８号

〃 八 束 鹿 義 松山市北土居町６７４番地

〃 奥 村 文 男 松山市北井門二丁目９番地５号

〃 大 西 征左右 松山市東石井六丁目１番地５号

〃 大 原 克 臣 松山市星岡四丁目１９番地２５号

〃 戒 能 志 俊 松山市今在家三丁目８番地２９号

〃 済 川 博 俊 松山市北土居町１３８番地

退 任

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年５

厘

年５

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年４

厘

年４

厘

８ 省略 ８ 省略

〃 野 間 壽 雄 松山市東石井四丁目１０番地７号

監 事 大 原 静 夫 松山市星岡四丁目２５番地２３号

〃 宇都宮 耕 一 松山市北土居町１５０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 田 嚴一郎 松山市土居町１０９７番地

〃 戒 能 明 久 松山市今在家三丁目４番地２８号

〃 戒 能 政 夫 松山市今在家三丁目１番地１８号

〃 八 束 鹿 義 松山市北土居町６７４番地

〃 大 原 克 臣 松山市星岡町１５２番地

〃 家 木 辰 夫 松山市北土居田町５５７番地

〃 奥 村 文 男 松山市北井門二丁目９番地５号

〃 大 西 征左右 松山市東石井六丁目１番地５号

〃 竹 政 文 夫 松山市東石井五丁目４番地５号

監 事 大 原 静 夫 松山市星岡町１３８番地

〃 宇都宮 耕 一 松山市北土居町１５０番地

愛 媛 県 報平成２０年６月２４日 第１９７５号

７４３
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�愛媛県告示第１００２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１００３号
四国地方整備局長から道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により道路の区域を次のように変更した旨の通知があった。

その関係図面は、四国地方整備局及び同局松山河川国道事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１００４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１００５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１００６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年６月２４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町笠方２８０４番３から

同町渋草１３１４番８まで

旧 １４．０～５３．０ ０．６２５

新 １７．０～７３．０ ０．６２５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字古味５５８０番から

同字古味５６１２番２まで

旧 ３１．５～６７．６ ０．０６２

新 ３２．０～６７．６ ０．０６２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字古味５５５０番３から

同字古味５６２６番まで
平成２０年６月２４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川小田線

上浮穴郡久万高原町大川４２０７番３地先から

同町大川４０１２番地先まで
旧 ３．７～９．８ ０．３５４

上浮穴郡久万高原町大川４２０７番３から
同町大川４１７９番９まで

及 び
上浮穴郡久万高原町大川４２０７番３地先から
同町大川４０１２番地先まで

新
１５．１～５７．１

３．７～９．８

０．１７０

０．３５４
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公 告

公安委員会規則

�������
�公 告

生産事業者講習会の開催について

林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１１条第１項の規定に基づき、

生産事業者講習会を次のとおり行う。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 開催の日時

平成２０年８月１９日（火） ９時

２ 開催の場所

上浮穴郡久万高原町菅生

愛媛県農林水産研究所 林業研究センター 展示研修施設 研

修室

３ 受講申込期限

平成２０年８月１４日（木）まで。ただし、郵送による場合は、同

日までの消印があるものは、受け付ける。

４ 受講申込書の請求先及び提出先

住所を所管する地方局森林林業課、支局森林林業課若しくは農

林水産部森林局森林整備課

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２０年６月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県公安委員会規則第５号
愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年６月２４日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則

愛媛県公安委員会公印規程（昭和３６年愛媛県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川小田線
上浮穴郡久万高原町大川４２０７番３地先から

同町大川４０１２番まで
平成２０年６月２４日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２０年６月１１日 特定非営利活動法人日本高血圧
協会 荒 川 規矩男 東温市田窪２１０８番地６ この法人は、広く一般市民を対象として、高血

圧に関する知識の普及と社会啓発による高血圧
及び高血圧性循環器合併症の予防の推進並びに
高血圧患者の治療の促進を図るとともに、高血
圧に関する調査研究と国際交流の事業を推進し、
もって広く国民の健康、医療、福祉の向上に寄
与することを目的とする。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

項
ひな

形
書体

寸法（ミリ

メートル）

管理

責任

者

用途 項
ひな

形
書体

寸法（ミリ

メートル）

管理

責任

者

用途

縦 横 縦 横

省略 省略

省略 省略 省略 省略 省略 １～４ 省略

５ 緊急通行車両確認

省略 省略 省略 省略 省略 １～４ 省略

５ 通行禁止除外標章
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公安委員会訓令

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第４号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年６月２４日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２

証明書及び緊急輸送

車両確認証明書の作

成用

６・７ 省略

２

及び駐車禁止除外標

章 の作

成用

６・７ 省略

省略 省略

注 省略

２ 省略

注 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表１（第２条関係）

本部長の専決事項

別表１（第２条関係）

本部長の専決事項

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

災害対策基本法

（ 昭 和３６年 法

律第２２３号）

１ 第７６条第１項の規定による緊急通行車

両以外の車両の通行の禁止又は制限

２ 第７６条第２項の規定による通行禁止等

に係る区域又は道路の区間その他必要な事

項の周知

災害対策基本法

（ 昭 和３６年 法

律第２２３号）

第７６条の規定による緊急輸送車両以外の

車両の通行の禁止又は制限

原子力災害対策

特別措置法（平

成１１年 法 律 第

１５６号）

１ 第２８条第２項の規定により読み替えて

適用する災害対策基本法第７６条第１項の

規定による緊急通行車両以外の車両の通行

の禁止又は制限

武力攻撃事態等

における国民の

保護のための措

置に関する法律

（ 平 成１６年 法

律第１１２号）

１ 第１５５条第１項の規定による緊急通行車

両以外の車両の通行の禁止又は制限

２ 第１５５条第２項において準用する災害対

策基本法第７６条第２項の規定による通行

禁止等に係る区域又は道路の区間その他必

要な事項の周知

省略 省略

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 交通規制課長

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 交通規制課長

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

災害対策基本法 １ 第３３条第１項の規定による災害応急対
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施行令（昭和３７

年 政 令 第２８８

号）

策を実施するための車両として使用される

ものであることの確認

２ 第３３条第２項の規定による標章及び証

明書の交付

大規模地震対策

特別措置法施行

令（昭和５３年政

令第３８５号）

１ 第１２条第１項の規定による緊急輸送を

行う車両であることの確認

２ 第１２条第２項の規定による標章及び証

明書の交付

原子力災害対策

特別措置法施行

令（平成１２年政

令第１９５号）

１ 第８条第２項の規定により読み替えて適

用する災害対策基本法施行令第３３条第１

項の規定による緊急事態応急対策を実施す

るための車両として使用されるものである

ことの確認

武力攻撃事態等

における国民の

保護のための措

置に関する法律

施行令（平成１６

年政令第２７５号）

１ 第３９条の規定により例による災害対策

基本法施行令第３３条第１項の規定による

国民の保護のための措置を実施するための

車両として使用されるものであることの確

認

２ 第３９条の規定により例による災害対策

基本法施行令第３３条第２項の規定による

標章及び証明書の交付

�～� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

�～� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

災害対策基本法

施行令

１ 第３３条第１項の規定による災害応急対

策を実施するための車両として使用される

ものであることの確認

２ 第３３条第２項の規定による標章及び証

明書の交付

災害対策基本法

施行令（昭和３７

年政令第２８８号）

１ 第３３条第１項及び第２項の規定による

災害応急対策を実施するための車両の確認

並びに標章及び証明書の交付

大規模地震対策

特別措置法施行

令

１ 第１２条第１項の規定による緊急輸送を

行う車両であることの確認

２ 第１２条第２項の規定による標章及び証

明書の交付

原子力災害対策

特別措置法施行

令

１ 第８条第２項の規定により読み替えて適

用する災害対策基本法施行令第３３条第１

項の規定による緊急事態応急対策を実施す

るための車両として使用されるものである

ことの確認

武力攻撃事態等

における国民の

保護のための措

置に関する法律

施行令

１ 第３９条の規定により例による災害対策

基本法施行令第３３条第１項の規定による

国民の保護のための措置を実施するための

車両として使用されるものであることの確

認

２ 第３９条の規定により例による災害対策

基本法施行令第３３条第２項の規定による

標章及び証明書の交付

省略 省略
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雑 報

�公 告

環境影響評価準備書の縦覧及び説明会の開催について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第４１条第

２項及び愛媛県環境影響評価条例施行規則（平成１１年愛媛県規則第

２７号）第５２条の規定により読み替えて適用される同条例第１３条第１

項の規定により、次の都市計画事業に係る環境影響評価準備書（以

下「準備書」という。）を作成したので、同条例第４１条第２項及び

同規則第５２条の規定により読み替えて適用される同条例第１５条の規

定により、次のとおり公告し、準備書を縦覧に供する。

また、同条例第４１条第２項及び同規則第５２条の規定により読み替

えて適用される同条例第１６条第１項の規定により、準備書の説明会

を開催することとしたので、合せて公告する。

なお、この準備書について、環境の保全の見地からの意見を書面

により提出することができる。

平成２０年６月２４日

松山市長 中 村 時 広

１ 都市計画決定権者の名称

松山市

２ 都市計画対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 西クリーンセンター（熱回収施設）建替事業

� 種類 ごみ処理施設の設置の事業

� 規模 １日当たりの処理能力 ４５０トン

３ 都市計画対象事業が実施されるべき区域

松山市大可賀

４ 都市計画対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認めら

れる地域の範囲

松山市

５ 準備書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所 松山市役所、西クリーンセンター、愛媛県庁

� 縦覧期間 平成２０年６月２４日から

平成２０年７月２４日まで

（土、日、祝日を除く。）

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

６ 意見書の提出

準備書について環境の保全の見地からの意見を有する者は、意

見を書面により提出することができる。

７ 意見書の提出期限及び提出先その他意見書の提出に必要な事項

� 提出期限 平成２０年８月７日

� 提出先

〒７９０－８５７１ 松山市二番町四丁目７番地２

松山市都市整備部都市政策課又は

〒７９０－８０５７ 松山市大可賀三丁目５２５番地６

西クリーンセンター

� 意見書に記載すべき事項

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他

の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地）

イ 意見書の提出の対象である準備書に記載された対象事業の

名称

ウ 準備書についての環境の保全の見地からの意見（日本語に

より、意見の理由を含めて記載すること。）

８ 説明会の開催を予定する日時及び場所

� 開催日時

平成２０年７月４日午後７時から

� 開催場所

松山市大可賀三丁目５２５番地６

西クリーンセンター

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

平成２０年６月２４日 発行
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